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第１ 趣旨

この要領は、林業労働力の確保の促進に関する法律（平成８年法律第４５号。以下「法」

という。）、林業労働力の確保の促進に関する法律施行令（平成８年政令第１５３号）、

林業労働力の確保の促進に関する法律施行規則（平成８年農林水産省・労働省令第１

号）、農林水産・厚生労働事務次官通達（平成８年５月２４日付け８林野組第１２０号

・労働省発職第１４１号）及び林野庁長官・労働省職業安定局長通達（平成８年５月２

４日付け８林野組第１２１号、職発第３７０号）に定める労働環境の改善、募集方法の

改善その他の雇用管理の改善及び森林施業の機械化その他の事業の合理化を一体的に図

るために必要な措置（以下「改善措置」という。）についての計画（以下「改善計画」

という。）の認定事務取扱いに関して、必要な事項を定めるものである。

第２ 改善計画の作成及び申請

１ 改善計画の認定を受けようとする事業主は、計画の始期の３０日前までに認定申請

書（様式１）及び計画書（様式２）それぞれ１部とその写し各３部に所要の添付資料

を添えて、知事に申請するものとする。

なお、事業主が他の事業主又は公益社団法人宮崎県林業労働機械化センター（以下

「センター」という。）と共同で作成する共同改善計画（以下「共同改善計画」とい

う。）の場合は、計画の始期の３０日前までに認定申請書（様式３）、共同計画書（様

式４）及び計画書（様式２）のそれぞれ１部とその写し各３部に所要の添付資料を添

えて、知事に申請するものとする。

２ 改善計画の実施期間は５年とし、改善計画の年次については、各事業体の会計年度

とする。

３ 改善計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

なお、改善措置の実施項目については、別表１の雇用管理の改善及び事業の合理化

のいずれの改善計画にも取り組むものとする。

（１）改善措置の目標

（２）改善措置の内容

（３）改善措置の実施時期

（４）改善措置を実施するために必要な資金の額及びその調達方法

（５）センターが法第１３条第１項の規定による林業労働者の募集に従事しようとす

る場合にあっては、当該募集に係る労働条件その他の募集の内容

第３ 認定

１ 知事は、申請のあった認定計画について、別表２に定める基準に適合すると認めら

れる場合は、これを認定するものとする。



２ 知事は、改善計画を認定したときは、改善計画認定通知書（申請者用）（様式５）

によりその旨を申請者に通知するとともに、改善計画認定通知書（関係機関用）（様

式６）によりセンター及び九州森林管理局に通知するものとする。

第４ 変更の申請

１ 改善計画の認定を受けた事業主が、別表３に掲げる重要な変更をしようとする場合

は、知事の認定を受けるものとする。

２ 改善計画の認定を受けた事業主が変更をしようとする場合は、変更の始期の３０日

前までに改善計画変更認定申請書（様式７）１部とその写し３部に所要の添付書類を

添えて、知事へ申請するものとする。

３ 変更後の改善計画の実施期間は、変更前の改善計画の実施期間を含めておおむね５

年間（終期は５年目の日を含む事業年度の末日まで）以内とする。

４ その他の改善計画の軽微な変更については、改善計画変更届出書（様式８）を提出

するものとする。

第５ 変更の認定

１ 改善計画の変更の認定は、第３の規定を準用するものとする。この場合において、

「改善計画認定通知書（申請者用）（様式５）」とあるのは「改善計画変更認定通知書

（申請者用）（様式９）」と、「改善計画認定通知書（関係機関用）（様式６）」とある

のは「改善計画変更認定通知書（関係機関用）（様式１０）」と読み替えるものとする。

２ その他の改善計画の軽微な変更については、改善計画変更届出書の受理をもって変

更の認定に代えるものとする。

第６ 認定の取消し

１ 知事は、別表４に掲げる基準に該当する場合は、認定を取り消すことができる。た

だし、災害等不可抗力による影響で林業が直接被害を受けたと判断され、やむを得な

いと知事が認めたときは、この限りでない。

２ 知事は、改善計画の認定を取り消したときは、当該事業主に対して改善計画認定取

消通知書（事業主用）（様式１１）によりその旨を通知するとともに、センター及び

九州森林管理局に改善計画認定取消通知書（関係機関用）（様式１２）により通知す

るものとする。

第７ 改善措置の実施状況等報告

１ 事業主は、毎事業年度の改善措置の実施状況について、改善措置実施状況報告（様

式１３）により、事業年度の終了後３月を超過する日までにセンターへ報告するもの

とする。

２ 事業主は、改善計画の実施期間が終了したときは、遅滞なく改善措置の実施結果に

ついて、改善措置実施結果報告（様式１４）によりセンターに報告するものとする。

３ センターは、改善措置実施状況報告及び改善措置実施結果報告を取りまとめて知事

に報告するものとする。



４ 知事は、改善計画の実施に遅滞があると認められる場合には、事業主等に対し、当

該改善計画に従って円滑な実施が行われるよう指導するほか、必要に応じ、改善計画

の変更を指導するものとする。

第８ 書類の提出

この要領により知事に書類を提出するときは、事業主の主たる事務所の所在地を所管

する西臼杵支庁又は農林振興局の長を経由しなければならない。

附 則

この要領は、令和２年６月１１日から施行する。



別表１（第２関係）

区 分 雇用管理の改善 事業の合理化

実施項目 ①雇用の安定化 ①事業量の安定的確保
②労働条件の改善 ②生産性の向上
③募集・採用の改善 ③林業労働者のキャリア形成支援
④教育訓練の充実 ④その他の事業の合理化
⑤高年齢労働者の活躍の促進
⑥その他の雇用管理の改善

※雇用管理の改善に関しては、募集・採用の改善についての改善措置のみを行うものは適当で
なく、募集・採用の改善はその他の雇用管理の改善に関する措置と併せ行うものとする。

別表２（第３関係）

区 分 認 定 基 準

個別計画及び ①林業労働力確保促進基本計画に照らして適切なものであること。
共同計画 ②改善措置の目標が現状より向上するものであり、かつ確実に達成できる

ものであること。
③センターが林業労働者の募集に従事しようとする場合にあっては、当該
募集に係る労働条件その他の募集の内容が適切であり、かつ、林業労働
者の利益に反しないものであること。

④改善措置の内容が、労働基準法その他の労働基準関係法令に適合するも
のであること。

⑤雇用管理者が選任されていること。
⑥林業労働者を雇い入れたときは、当該林業労働者に対して雇用に関する
文書が交付されていること。

共同計画 ⑦全雇用労働者のうち常用の者の増加が５年間で１割以上であること。
⑧素材生産事業に係る労働生産性の向上が５年間で２割以上であること。
⑨事業規模の拡大については、素材生産事業に係る年間事業量以下の基準
に合致していること。
ア 素材生産事業に係る年間事業量が３，５００㎥未満の事業主にあっ
ては、５年間で７割以上素材生産事業量が増加すること。

イ ３，５００㎥以上５，０００㎥未満の事業主にあっては、５年後の
素材生産量が６，０００㎥以上になっていること。

ウ ５，０００㎥以上の事業主にあっては、５年間で２割以上素材生産
事業量が増加すること。



別表３（第４関係）

区 分 内 容

重要な変更 ①改善措置の目標を変更（当該事業年度の改善措置の計画量に対して３割
以上増減）する場合

②改善措置の項目を追加又は廃止する場合
③共同改善計画に参加する事業主の数が増加又は減少する場合
④改善計画の実施期間を変更する場合
⑤改善措置の実施時期を変更する場合
⑥改善措置の実施に係る資金計画について、各内訳ごとの設備投資額がお
おむね３割を超えて変更する場合

軽微な変更 上記以外の変更

別表４（第６関係）

取 消 し 基 準

①改善計画の実施に著しい支障が生じて、当該改善計画に従って事業を実施する見込みが
なくなったと認められる場合

②第３の認定基準を満たさなくなったと認められる場合
③法令違反、不法行為その他公益に反する事実が確認された場合


